






































可能な新たな維持 ・管理システ ムの再構築が緊急な課題 と
なっている。
これ らの課題に関連 して、近年、農業土木学では、マク
ロな視点で捉 えた研究1}、地域 計画学 では集落域全体の管
理変化の分析2)した研究が見 られ る。 しか し、地域 を支え











間の新たな維持 ・管理の手法 を明 らかに し、持続可能 な計
画手法を提案することを目的とした計画研究である。
なお、本研究は、平成H、12年 度文部省科学研究費の



















月9日:沖 ノ沢公民館)と 、各集落ごとに開催 し、地域住
民の問題 と課題を把握 した。また、集落概況について集落
代表者に聴き取 り調査を行った。 さらに、代表的な高齢者
世帯に聴 き取 り調査も実施 した。 この他に、地域組織への





















以上 の2町村6集 落の実態調査と住民 との座談会や地域
組織へ の聴き取 り調査などを行い、農山村地域における集






皆瀬 村は、図1に 示す ように秋田県の東南端に位置 し、



















明治4年(1869)の廃藩 置県後 には稲庭村 の行政 区域 にな
り、明治17年 に川 向 、畑 等の2村 が稲庭 か ら分離 して皆
瀬村 とな り、明治22年(1889)に 村 制 を しき、現在 に至
ってい る。
本 村 は、農 業地域類型 では 山間農 業地域の水 田型 になっ
てお り、地域 指定 と しては、都市 計画区域外 で、農業振 興
地域 が指定 され 、山村振 興地域、過 疎地域 、豪雪地域 に も
指定 され ている。
村 の人 口は、表1に 示 す よ うに昭和35年 の5,456人を
ピークに減少 し続 け、平成7年 には3,183人と、昭和35
年 に対 して4L7%の 減少 率 とな ってい る。
年少 人 口割合 は、 昭和35年33.7%か ら平成7年 には
15.3%に低 下 し、高齢 化率は、昭 和35年 の5.1%か ら平
成7年 には23.0%に増加 し、過 疎化 が進 行 してい る。
就 業者数 は昭 和35年 時点では2,821人であったが 、人
口減 少 と共 に就 業者 数 も減少 し、平成7年 に は1,722人に
減少 してい る。村 の基幹産 業は農林業 で ある。 しか し、第
1次産業の就業者 は 昭和35年 に は1,908人で67.6%を占
めていたが 、平成7年 には376人 で就業者 比率の21.8%
まで減少 し、35年間 に80,3%の大幅 な減少 を示 してい る。
村 の総面積は21,862haで、森林 面積が88.4%を占めてい
る。 この内、国 有林12,500haが占めて い る。 林業 は零細
経営 となってい る。
農 家戸数は 、昭和35年 で638戸 あったが 、平成7年 に
は509戸 と20%減 少 してい る。 専業農家 は191戸か ら39
戸 に激減 し、第二種兼 業農家由 が163戸か ら392戸に増加
している。農 業就業人 口は、1995年時 点で642人、男272
人、女370人 となって いる。 なお 、 この内65歳 以上の農
業就業人 口は314人、48.go/・と約 半数 を占めてい る。
以上 のよ うに、本村 では、農業 従事者 の減少、兼業化 、





















世 帯 数 893 818 793 767 777 772 764 768 754
高齢化率 5.1 6.9 9.0 11.5 12.816.020.1 23.025.0
資料:1998(平成10)年は住民基本 台帳 、そ の他 は国勢調査 よ り
平 成9年 の耕地 面積は648haで全村 の3%に す ぎな い。
この内、水 田が497ha、畑 が151haとな っている。主要作
目は 、米(347ha)、野菜(73ha)、雑穀 豆類(36ha)で、
地熱 エネル ギーを利 用 した水耕 みつば栽 培等 も行 われてい
る。現在 、村 内の認 定農業者注2は36名い る。






を経て、村の主要地を南北に縦断 し石巻市まで通 じてお り、
産業道路あるいは観光アクセス道 として重要な道路であ




























昭和62年 に元 中学校の冬季寄宿舎 を改修 した村立診療
所がある。1日 平均外来患者は80人 前後の利用がある。
















































町の沿革は、明治39年 に生駒 ・介木 ・築羽 ・能見の4
か村を合わせて旭村が誕生 した。さらに、昭和30年には、







土地利 用規制 等は、農用 地区域396ha(4.8%)、地域 森林
計 画 区域6,698ha(81.5%)、自然 公 園 特 別 区 域2,052ha
(25.0%)、自然 環 境保 全 区 域5ha(0」%)、保 安 林761ha
(9.3%)、砂 防指定地328ha(4.0%)が法律 等 に基づ いて定 め
られてい る。矢 作渓谷一帯 は、昭和39年9月 に加 茂県立
公 園に認 定 され 、その後昭和44年3月 に奥矢作 自然公園






























































































































































































町の人 口は、平成12年 国勢調 査に よれ ば、3,502人、1,119
世 帯 とな ってい る。人 口推移 は、表2に 示 す よ うに昭和35
年 の7,452人を100%と す る と、平成7年 には3,844人で、
5L6%に 減少 して い る。各5年 間の傾 向をみ る と昭和35
年 か ら昭和50年 までは 、それ ぞれ5年 間 毎に、10数%の
減少 で急激 な人 口の流出 を見 たが、昭和50年 か ら昭和55
年 には7.8%、昭和55年 か ら昭和60年 は5.2%、昭和60
年 か ら平成2年 及 び平成2年 か ら平成7年 は4.9%と減少
傾 向はやや 落着 きを示 して きた。 しか し、平成7年 か ら平



















世 帯 数 1,5301,4651,4001,2461,1991,1471,1171,125
高齢化串 9.6 11.7 13.3 17.2 17.9 20.2 24.5 30.O




%か ら増加傾向を続け、平成7年 には30%ま で増加 し、
極めて高齢化 している。
就業者人 口は平成7年 で2,044人、第1次 産業が1L5%
(235人)、第2次 産業が41.2%(842人)、第3次 産業が47.3
%(967人)となっている。
昭和50年 からの推移をみ ると、第1次 産業が減少 し、
その分第3次 産業が増加 している。
本町の農業は、主作物は水稲で、農業経営の規模は零細










































































































テ ィセンター、総合体育館、島崎パブ リックプラザ(ゲ ー








週1回 で、不燃物、資源ゴ ミ、し尿汲み取りは、月1回 で
ある。







かな自然を活用 し、四季を通 じたアウ トドアが様々に体験
できるように 自然活用村施設 として 「旭高原元気村」がつ
くられている。隣接 して愛知県の旭高原少年自然の家 もあ
る。 また、東海 自然歩道恵那コースが通っている。












皆瀬村は、明治17年 川向、畑等の2村 を稲庭村(現 稲


































































































































































年以上前に、第1日 曜 日と第3日 曜 日の午後は一切働いて


























中 ノ台 141 129 124 114 104 103△26.2%
30 30 30 29 29 30 △3.3%
上生内 170 168 141 118 111 104△34.7%
35 33 30 28 27 26 △22.9%
沖 ノ沢 88 82 84 81 77 73 △12.5%
17 17 17 17 16 16 △5.9%
皆瀬村 3,6303,5213,4303,2483,183,085△123%
767 777 772 764 768 754 0.1%
資 料:1998(平10)年は住 民基本 台帳 よ り、他 は国勢調査 よ り作成
上段 は人 口、下段は世 帯数
65歳以 上人 口が 占め る高齢化 率は 、中 ノ台 と上生 内の 両
集落 で増加 の傾 向が見 られ 、平成10年 時点 で、中ノ台で33
%、 上生内 で35.2%とな ってい る。 沖 ノ沢は15」%程
度 で推移 して い る。 なお 、75歳 以上 の後期 高齢者 率 は、
中 ノ台で47.1%(16人)、上 生内で24.3%(9人)、 沖 ノ
沢で36.4%(4人)と なって いる。
表4調 査対象集 落の年齢 階層別人 口構成






















集落の居住地域 はま とまってい る。棚 田の農地が居住地
域に介在 している。
集落中央を流れ る蟹沢川沿いの低地部 に荒れ地が見 られ
る。水田は主 として集落の西側にある程度まとまって立地








ら2方 向(上 下)に 進入で きるようになっている。集落の
東端から先は林道である。
集落の北側は山、南側は中ノ台川で、かな りの高低差が
ある。 この川に観光ポイン トの一つである 「宇宙大橋」が
かかっている。
②上生内集落(図9参 照)
居住域は大 きく上生内地 区 と湯 ノ沢地 区に分かれてい
る。上生内地区は河川 沿いに農地が分布 し、主に水田とし
て利用 されている。宅地周辺は畑 となっている。荒れ地化







上生内と湯 ノ沢の両地区には茅葺き民家が見られ る。 こ
の うち数軒は空き家で、屋根が朽 ちて野 ざらしになってい







分は一団のま とま りを形成 してい る。
農地は、集落の南側(入 り口側)と 北側(奥 地)に 大 き
く二分 されて形成 され ている。居住区域部分の廻 りは主 に
畑で、河川沿いの低地部は水田で、やや小高い所は畑 とい
う利用パターンである。まとまった葉タバコ畑は南側 に2
カ所 ある。上生内程ではない ものの、荒れ地が点在 して認
あ られる。
居住区域の北側に茅葺きの空 き家が1軒 あり、放置 され
てい る。 この民家周辺 は農地が荒れ地化 している。
沢水が豊富にあ る。屋敷周 りに沢水 を利用 した池が多く
見 られ る。一部 冬期 間の消雪に利用 している所 も見 られた。
神 社 と公民館(旧 冬期分校:1階 は集会所、2階 が体育
室)が 集 落入 り口にある。公民館前の河川敷 には 「イ ワナ
祭 り」な どに利 用 され ている広場が設置 されている。
(4)農業
3集 落の農家人 口、農家 戸数、専 ・兼別農家数、農地面
積 、耕作放棄地 を示 した ものは、表5で ある。
第1種 兼業農家 がい るのは沖 ノ沢のみであ り、中ノ台 と
上生 内では専業農家 と第2種 兼業農家だけになっている。
しか し、販売金額規模別農家数(表6)か ら明 らかなよ
うに、'中ノ台で は300万円未満、上生内では200万円未満
の農家 が最高 クラスであ り、ここでの専業農家は、いわゆ
る高齢専 業農家 であると考 えられ る。沖 ノ沢 に しても、最
高は500万円未満 クラス となってい る。経営耕地面積 規模
(表7)を みて もその ことがいえる。
表5調 査対象集 落にお ける農家人 口 ・戸数、農地面積
中ノ台 上生内 沖 ノ沢
農家
人 口
1985 125 138 83
1995 101 110 77
農家
戸数
1985 30 30 17
1995 26 24 16




専 業 3(1L5) 2(8.3)2(125)




水 田 13.3ha 8.8ha 9.2ha
畑 13.1ha 9.lha 8.4ha
計 26.4ha 17.9ha 17.6ha
戸 当た り平均 0.51ha 0.76ha L10ha




















中ノ台 26 8 0 5 6 5 2 0 0
上生内 24 4 2 4 9 5 0 0 0




















中ノ台 2 1 6 9 4 2 2 0 26
上生内 6 0 3 10 4 1 0 0 24
沖ノ沢 1 0 1 3 8 2 1 0 16
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中ノ台 0 1 2 0 0 0 0 0 3 26
上生内 0 1 2 1 2 0 1 1 8 24










中ノ台 上生内 沖 ノ沢
村 内 26(59」) 17(41.5)16(43.2)
村
外
湯 沢 2(45) 8(19.5)2(5.4)
稲 川 9(20.5)12(29.3)9(24.3)
横 手 1(2.3) 1(2.4) 1(2.7)
十文字 2(45) 1(2.4) 1(2.7)
増 田 3(6.8) 2(4.9) 6(16.2)







































表10築 羽地区の集落別人 口 ・世帯数の推移
昭40年 昭50年 昭60年 平2年 平7年 平12年
B下部 153(31)18(31)111(31)113(30)111(29)8(29)
八 幡 91(19)69(19)59(14)50(13)57(16)47(16)





















資料:国 勢 調査 よ り()内 は世 帯数
調 査集 落の3集 落の推移 をみ る と、昭和40年 を100と
した場合 、特 に坪 崎集 落 が 人 口(37.7%)、世 帯数(66.7%)
いずれ も大 きな減 少傾 向を示 してい るの に対 し、八幡 、 日
下部 の 両集 落 の人 口は、51.6%、64.1%と減 少傾 向 を示 し
てい る ものの坪崎 ほ どの減 少率 ではな い。 世帯数の減少 の
絶 対数 は、 日下部 、八幡 、坪崎 いずれ の集落 も過去40年
間で3戸 の減 少 と共通 して い るが 、坪 崎集 落は40年 前か
ら10戸 を割 るもと もと小 さな集 落 であ る。
(3)高齢 化の 状況
調査集 落別 の年齢 階層別 人 口をみた ものが、表11で あ
る。65歳以 上の老齢 人 口比率 が一番 高いの が八 幡集 落 で、
47.3%とほぼ 二人に一人 が65歳 以 上 とい う状 況で ある。
築 羽地 区の平均 が36%だ か ら、坪崎(40.go/・)・日下部
(33.6%)両集落 が平均値 とおお むね同水 準、八幡 がそれ
を上回 る水準 とい うことにな る。
表11調 査集落別の年齢階層別人口
















落については、槙本 と小畑、 日下部 と坪崎、八幡 と伯母沢
がそれぞれ2集 落合同で1ク ラブである。
表12築 羽地区の高齢者(65歳以上)の 状況










日下部 94 29 37(33.6)2 6 一 1
八 幡 47 15 26(47.3)2 一 一 1
坪 崎 17 6 9(40.9)一 1 一 1
惣 田 86 24 28(30.8)2 2 . 3
小 畑 71 23 26(38.8)1 6 1 4
槙 本 82 21 29(35.4)1 5 ・ 1
伊 熊 90 30 41(42.7)2 8 1 5
伯母澤 39 11 14(34.1)一 2 ・ 3























住 していた とい う。
日下部集落の集落構成は図15に 示すよ うに、上組(12

























昭50年 昭55年 昭60年 平2年 平7年
農家数 30 28 30 23 23
事業農家 0 2 3 1 4
第1種兼業農家 2 0 0 1 1
第2種兼業農家 28 26 27 21 18
経営農地面積(ha) 15.911L26 16.747.20 7.28
田 1257 8.9313.045.65 5.74
畑 2.95 2.32 3.43 1.42 1.41
樹園地 0.39 0.01 0.27 0.13 0.13
自給的農家泡 0 0 0 13 14
例外規定販売農家 0 0 0 0 0
α3ha未満 3 7 3 0 0
0.3～0.5ha 11 14 9 8 6
0.5～LOha 15 7 16 2 3
1.Oha以上 1 0 2 0 0





















利用 している。下水道 につ いては、合併浄化槽の設置はな
く、それ以外のいわゆる浄 化槽の設置で水洗化が行われて








この他に地蔵堂があ り、 大般若(4月 の 日曜 日)・八朔
(九月の日曜 日)、畜魂碑の祭 り(旧 二月二の牛)、行者(七
月十七 日)・風神(九月一 日)の祭 りな どが行 われ ている。
風神の社は愛宕神社内にあ る。
秋葉講(3月)、 庚申講(部 分的に5～10人 で)、山の
神(宵 山の講)、行者さま(年1回)な どが行 われている。
集落の2戸 を除 くほとん どの世帯は集落中央の日下部川
の支流の柿 ノ入川沿い にあ る最光院の檀家である。2戸 は
足助町にある宗恩寺の檀家 である。共同墓地 はない。
日下部集落の下組、東平 、若林組 には、図12に 示すよ




















盛期には25戸 あった とい う。民家は、南部のゆるやかな
山麓斜面に7戸 の民家が分布 し、図17に 示す ように岡組
(旧岡村)を 構成 しているている。一方、平地部分は、川
右岸山間に入 り小 さな谷 を作 り、この小さな谷 と築羽山東
山麓の平地に8戸 の民家が分布 し、高蔵組(旧 高蔵村)を





農家は13戸 で、非農家が3戸 あ り、内2戸 は教員住宅
である。平成7年 センサスの農家数は11戸 であるが、平
成13年の農家台帳では15戸中農地を所有している世帯は
















昭50年 昭55年 昭60年 平2年 平7年
農家数 15 15 12 10 11
専業農家 0 1 0 1 3
第1種兼業農家 2 1 1 0 0
第2種兼業農家 13 13 11 9 8
経営農地面積(ha) 10.748.48 7.29 5.47 6.22
田 8.28 652 5.41 5.41 4.29
畑 2.05 1.35 1.14 L14 L22
樹園地 0.41 0.61 0.74 0.74 0.71
自給的農家 0 0 0 0 1
例外規定販売農家 0 0 0 0 0
0.3ha未満 1 2 1 0 0
03～05ha 2 5 3 4 3
05～LOha 9 6 8 6 6
LOha以上 3 2 0 0 1




































約2haの 部落共有林が図12に示す ように1カ 所ある。
区財産 と しては、この他に農事実行組合の営農倉庫がある。
建設機 械置き場が点在 してあ り、集落景観を損ねている。















図15に 示す ように、 日下部、八幡集落 とは異な り、平
地部分は少ない。集落のほぼ中央を流れる段戸川の支流坪
崎川 沿いにわずかに見 られ る程度 である。
日下部、八幡集落同様に散在集落で、山麓斜面に6戸 の
民家 が分布 しいる。 なお、戸数 は最盛期は14戸 あった と




規模別農家数 の推移 を示 したものが表15である。
平成7年 セ ンサスでは農家数は4戸 であるが、平成13
年の農家台帳では、住民基本台帳状の世帯数6戸 の全てが
農地を所有 している世帯である。
平成12年 度では坪崎集落6戸 の うち飯米のみを作付け




地が荒れ地化 している。手前か ら耕作放棄 されると奥の農
地は継続できないため荒れ地化 した農地 もある。ちなみに、
平成7年 セ ンサ スでは経営耕地面積は1.26haであるが、
平成13年 の農家 台帳 では坪 崎集落 の所有農 地 面積 は
4.97haとなっている。
表15坪 崎集落の農家数 ・農地面積等の推移
昭50年 昭55年 昭60年 平2年 平7年
農家数 8 6 6 6 4
事業農家 0 0 0 0 0
第1種兼業農家 3 2 0 0 1
第2種兼業農家 5 4 6 6 3
経営農地面積(ha) 5.17 4.73 2.93 1.71 1.26
田 3.33 3.46 2.46 L71 1.04
畑 1.08 1.17 0.39 0 0.22
樹園地 0.76 0.10 0.08 0 0
自給的農家 0 0 0 3 3
例外規定販売農家 0 0 0 0 0
03ha未満 2 0 1 0 0
α3～ ρ5ha 1 1 3 3 0
0.5～1.Oha 4 4 2 0 1




明治期に国有地 を払い下げて もらった12軒 で平均的に








できない。最寄 りのバス停(稲 武町:小 田木、足助町:明
川)ま では、徒歩だ と90～120分位かかる。
保育園 と小学校 までは、徒歩で60分 位かか る。現在は
いないが、通園 ・通学の幼児 ・児童がいた頃は、 自家用車






所は稲武町の施設 を利用 してい る。小渡の診療所へは町の
送迎バス 「しあわせ号」が月1回(第1水 曜 日)きている。
簡易水道が整備済みである。
合併浄化槽を設置 した家が1戸 、簡易浄化槽設置 を設置
した家が2戸 ある。











全戸が 日下部集落の最光院の檀家 で、明治23年 頃でき
た共同墓地が集落中央の南側尾根の上に設け られてい る。
⑥既往の災害歴
平成12年9月 の東海 地方の集 中豪雨に より、集落内の
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Z～ 騰 繍 意 図1∵集落の地域三
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区長の下に組長が4名 いる。老人クラブは坪崎 と同 じ単
位になっている。消防団員(18～39歳)は2～3人いる。
実際は50歳 代まで参加 している。葬式組は以前、東平 ・
若林 ・蔵が入 ・日向の四組が葬式組を兼ねていたが、現在
は上 ・下の2組 である。区費は年20,000～25,000円で均





















た組織で、9集 落か ら構成 されている。組織構成は、会長
(1名)、副会長(2名 、区長会長 と地区女性団体 リーダ
ー)、常任委員 として総務部会(大 字 区長)、環境保全部
会(老 人クラブ代表)、広報部会(PTA代 表)、生産活動部
会(生 産組合長)、健康福祉部会(ス ポーツ委員 と消防団
代表)、生活改善部会(女 性連絡委員会代表)の6部 会が
ある。
会の行事 としては、8月 に盆踊 り、花火大会等の 「つ く
ばの夕べ」、9月 に保育所 ・小学校の運動会を兼ねた地区
全体の 「つ くばジャンボホ リデー」、11月には、小学校の
学芸会に文化展 を開催す ることが主な活動である。 この他





員が固定化 してきてお り、新 しい発想が出ないといった問





















万円)を 負担することになってお り、3年 据え置きで12
年間で返済する予定である。(平成14年度か ら返済開始)
会では無添加の漬け物を中心に、生鮮野菜、果物、雑穀















の しみ なが ら積極的に山と関わ りをもつ」、「暮 らしの中
に山で暮 らすゆとり」を目的に、i)海布丸太の生産を行
っている。海布丸太は、12～13年で販売できる。当初は300
本を植え、平成5年 に3,500本を3カ 所(会 員の休耕地2





った。li)山菜 ・コシアブラの採取 ・販売も行 っている。
ハーブもやったが、手入れが大変で止めた。 垂)草木染め
は、旭高原で教室を開催 している。県少年自然の家の団体








てきた。 五)染めだけをや りたいな どの希望者がいるが、
全体の活動で会が動いているので受け入れていない。 血)
海布丸太の伐採跡地を今後どのように利用するか。iv)旭


















年2回 の下草刈 りも実施 し、下流の人々との交流を行って
いる。 祖)女性林業 グループ 「やまぶきの会」の指導を通
して、女性にも森林 ・林業を理解 してもらい、地域の森林
を見直す機会をつ くり、家族 ぐるみで、森林の良さ、山村













刈 りを実施、昭和38年 間伐 を実施。昭和46年 にスギ
(0.4ha)とヒノキ(03ha)が植林 されている。 さらに、
昭和47年には小学校敷地周辺の約30aを 第2学 校林 とし
て設置 し、一部にスギ ・ヒノキを植樹 し学習林とした。昭
和52年 には、健康教育の一環 として、間伐材 を利用した
トレーニングコースを設けた。
昭和52年 には、み どりの少年団を結成、緑化及び野鳥











































るまでの年数 によって、各世帯の 「家」 としての存続につ
いて図式化 したものが図19である。75歳を過ぎても存続
する家はあるし、途中で他出後継者がUタ ーンしてくるこ














表16年 齢階層別人口 ()内 は割合

























































































世帯もいない)世 帯が12世帯(43%)あ る。 これ らの定
住世帯は他出後継者がUタ ーンすることがない限 り、順次
減 ってい くことになる。およそ40年 後に世帯数が半分に
なる。役場担当者の話では、 「各種集落機能の維持等か ら
見て集落の存続が問題になって くるのは、世帯数がおおむ
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1醍住 職 動 畔 供1










農地はある程度はしっか りと維持管理されて行 くのか どう

























居住 してお り、この点が他の2集 落と大きく異なる。一般
的に農村地域では、「農業は自分限 り」 とか 「後継 ぎに農


















図20集 落別 の農地継承時期別 にみた、集落農地面積に
に対する継承対象農地面積の割合
注:当 該農 家 にお ける農 地継承時期(現 在 の定年世代が リタイア ー75歳と
仮 定す る時期)ご とに、10年単位で集 計 し累積値 を示す。
各集 落 とも4本 の数 値を加 えると100%に なる。後継者 の無(上 段)
は、現在定 年世代 のみで後継 世代が家 にはいな い農家 を示 す。 後継者 の

















































の上 下に2団 地化 してお り、基盤整備 は行 われてい ない。
沖 ノ沢集 落の農地所 有面積 は、17.6haで、集落の居住 地
区周辺 に30.9%(5.4ha)、集 落の 下流 部に31.2%(5.5ha)、
集 落の上流部 に31.2%(5.5ha)とほぼ3等 分 され た分 布
にな ってい る。 この他 に 山林部 に1.2ha(6.7%)の農 地が
分 散 してあ る。 なお、集落外 への出作 はない。
沖 ノ沢集落 では、全ての世帯 に後継 者が い る状態 である。
地区別での大 きな特徴 は見 られ ない が、農地継承 時期は 、
どの地区 も20～30年 後 には ピークを迎 え、集 落全体の 半
分の農地 で世代 交代が発 生す る。 も しも、現在 の流動世代
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65歳未満 夫婦のみ世 帯 一 一 一




















注:平 成13年1月 時点/農 家台帳 を基 に各 集落の代表者 か らの聴 き取 りに
よ り作成 した。 高齢者は65歳 以上 として い る。非 同居は カウン トして
いない。八幡集 落では平成12年中に教員 住宅の1戸 が転居 し、世帯数は
15→14にな っている。
表18は農家(平 成13年の農家台帳に記載 されている世










の9世 帯、坪崎集落が6世 帯→世帯減な しの6世 帯 となる。
さらに10年後、現在から20年後の平成33年では、日下
部集落は27世帯→12世帯減の15世帯、八幡集落は12世









日下部 八 幡 坪 崎
平成13年の農家数 27 12 6
10年後 20年後 10年後. 20年後 10年後 20年後
10・20年後の農家数 22 15 9 7 6 (4)
単身
家族
高齢者の単身 6 2 1 1 2 1
65未満 の単身 一 一 一 一 一 (2)
単純
家族
高齢夫婦世帯 6 9 3 6 3 1
65歳未満 夫婦 6 3 2 一 1 一
2世
代
世帯主高齢者 一 1 一 一 一 一
世帯主65歳未満 4 一 3 一 一 一
注:平 均余 命は 、厚 生省大 臣官房 統計情報部 の平成7年 都道府 県別 生命 表
愛 知県デ ーターを基 に、男性=76.9歳、女性:82.8歳を用い て行 って い
る。 なお 、人口につい ては20歳 以上につい ては封 鎖人 口と し、20歳未
満 は、高校進学 時か ら転出す る もの と仮定 して推移 予測 を行 った。
(2)農家世 帯の推移 と農地 の維持
集 落内 の農 地 を①世 帯が消滅 した農 家の所 有す る農 地 を
「耕 作不 能 」、②高齢 者 単身世帯 ・高齢者 夫 婦世 帯に該 当
す る農家 の所 有農 地 を 「高齢者 耕作j、③ 前記 ① 、② 以外
の農 家の所有農 地 を 「高齢 外農地」 として、3分 類 に分 け
た時 のIO・20年 後の各 時点でのそれ らの うちの総計 を グ
ラフ化 した ものが図22で ある。
① 日下部集落
日下部集落 の農 地は 、21.7haで、現 在は高齢者 世帯 の耕
作 は7.8ha(35.9%)であ る。10年後、20年後 も高齢者 が
耕作す る面積 は36%程 度 で ある。死 亡に よ り耕 作不能 に
な る農地 は、10年後は、4.2ha(19.3%)、20年後 には10.4ha
(47.8%)になる。
② 八幡集 落




にな る。死 亡に よる耕作 不能農 地は 、10年後 に2.4ha(25.1
%)、20年後 に は3.4ha(35.1%)とな る。
③坪 崎集落
坪崎集 落 の農 地 は、5.Ohaとわず かで 、既 に高齢者 に よ
る耕 作 が2.5ha(50%)とな ってい る。IO年 後 も同様 で あ
るが、20年 後 には、死 亡 によ る耕 作不能農地 が25ha(50
%)出 現 す る ことにな る。
以上 の よ うに、20年 後 には 、 日下部集 落では50%、 八
幡 で は35%、 坪 崎で は50%の 耕 作不能 農地 が 出現 す る。
また、高齢 者の耕 作の場 合 には、必ず しも所有農 地全 て
を耕作 す る ことは困難 にな るの で、 これ らの農地維 持 も含











高齢外耕作 高齢者耕作 耕作不能 計
日下部
現 在 1354 7.80 0.37 2L71
10年後 9.63 7.90 4」8 21.71
20年後 3.44 7.89 10.38 2L71
八 幡
現 在 6.28 2.49 0.90 9.67
10年後 5」3 2.12 2.42 9.67
20年後 L34 4.94 3.39 9.67
坪 崎
現 在 2.47 250 0.00 4.97
10年後 2.19 2.78 0.00 4.97







































































し合いで確定 していく必要がある。ただ し、保全活用 とい
っても 「だれが」とい う問題が残 り、全体としての担い手
の減少、農地 としての立地条件の悪 さ等か ら、いわゆる流
動化による保全活用には大きな期待はできない。
(3)所得確保、就労の場の確保
農業経営は、養蚕か ら葉タバコに移 り、さらに水稲 をつ
くるようになったとい う経緯がある。近年は生産調整 によ
る休耕田で、村が奨励 してソバ栽培を行ってきている。 し




平均的には兼業状態が深化 してお り、「兼業農家」 とい
うよりは、多くが 「兼業サラリーマン(水 田を持 ったサラ
リーマン)」化 しているのが実態である。兼業先は、地場
産業の稲庭 うどんや川連仏壇等がある隣接の稲川町を中心























行われていない。 しか し、地元では山菜 ・きのこ資源の豊
富さと、利活用対策の必要性に関する指摘がある。
(4)生活環境
①上生内集落の県道と沖 ノ沢集落の 「行き止ま り道路」
上生内集落を通る村道が、広域市町村計画の広域的な見
直しにより県道に昇格 したが、整備が遅れている。地域住
民にとっては、生活に不便 をきた しており、早期の整備 が
望まれている。また、沖ノ沢集落では、隣の増田町に抜け





















































分があ り、これが切 っ掛けで 「農林業の停止」 ということ

















































ノ台集落 と上生内集落で整備 中で、沖 ノ沢集落では計画中
である。水道の普及により使用料金の問題が出てくる。
従来、沢水は屋敷周 りに池(冬 場のタンパク質確保のた
め鯉等を養殖)の 水 として、あるいは融雪のために利用 さ

































































































じゃなくなるとい う心配 もある」 とい う意見のように、や
や消極的 ・否定的な意見を持っている人が多い。高齢者の










































この他に、平成11年 度か ら地域の良さをア ピールする
ため、春のタケノコ、夏の川、秋のサツマイモ、冬の餅つ
きなど年3～4回 の交流イベン トを開催 している。
(6)空き家の活用
坪崎集落では、尾張旭市市民の別荘 として空き家利用が
1軒見 られ る。 日下部集落には空き家が2軒 あり、いずれ
も管理されず、1軒 は廃屋状態で、農地 も荒廃 している。
町では、「UJIターン推進事業」の一環 として、町内に
家屋 ・土地 を所有し、町外に住所 を有する者の79名 を対
象に 「家屋 ・土地の現況及び将来の利用方法、売却等の意
志の有無」について調査 を実施 した ところ、55名から回
答が得 られ、「家屋または土地を売った り貸 した りしても
よい者」9名(16%)、 「売った り貸 した りするつも りの
ない者」34名(62%)、「現時点ではなんともいえない者」12
名(22%)で 、現時点では、所有意欲が強 く、売った り


















































(D中 山間地域の ①稲 作偏重の農業生産 、生産基盤は点在 し低 コス ト生産 は難 しい、品質 の評価 が高 く、流通 ・販 売対策 の確立が必要 であ る。②小規 模
農林業基盤の問題 で傾斜 地の棚 田農地 で、小規模な整備需 要に応 える、集落独 自の整備支援 が必要であ る。③個人 や敷 戸単位で沢水 を利 用、用水路 は未
と課題 整備 、夏の渇水期 には一 時期枯れ る。④ 幹線 的な農道は ほぼ網 羅、ほ とんどが未舗 装、幅員が狭 い。 支線農 道は未整備 、上流部 は林 道
が通 作道を兼 てい る。⑤ 林業は重要な就 労の場、森林組合技 能班は高齢化 している。⑥ 木材価格 が低迷 、管理が粗放化 、維 持管理 が問
題 である。⑦ 共有林 は村 行造林や作業道 の整備 が され、 さらな る作業道 の整備 が必要で ある。⑧ 共有林 は転出者 にも使 用権があ り、利
活用 に面倒な調整が必要 である。⑨雑木 林は、豊富な 山菜 ・きの こ資源 があ り、地域内 での利用 はない、利 活用対策 の必要 であ る。⑩
農地や林地 を最低 限の維持管理 し、付加 価値の高い農 林産物の開発等、所得向上策 を模索す る。
(2)耕作放棄地の ①離 村に伴い、一番 良い屋 敷周 り農地 が耕作放棄 してい る。② 通作距離 の遠 い農 地が維持 され 、中間地 帯の耕作放棄地 が 目立つ。③ 手
発生による土地利 前から耕作放棄されると奥の農地は荒地化する。④高齢化に伴う移転で耕作放棄している。⑤未整備農地以外に、整備済み農地も耕作
用上の問題 放棄 してい る。⑥耕作放棄 地は2～3年 でヤブ化、他の農地 に影 響、景観上 問題 であ る。⑦近年 は木材価 格が低迷 で、耕 作 中止 に伴 う
杉等 の植 林を しない。⑧全 農地を保全活用 するではな く、計 画的に放棄す る農地 と保全活用す る農地 を分 け る必要が ある。 ⑨担い 手の
減少 、農地の 立地 条件の悪 さ等か ら、流動 化による保 全活用には期待で きない。
(3)所得 確 保 、 就 ①兼 業状 態が深化 し、 多 くが水田を持 った兼 業サ ラリーマ ン化 してい る。②兼業先 の地場産業 も不況 の影響 に より、安 定兼業か ら不 安
労の場の確保の問 定兼業の問題がある。③村内に若者の就労の場がないため若者が村外へ転出し、後継者のいない農家が多い。④集落内の地場産業企業
題 は女性の就労の場 となって いるが 、近年 は不況の影響 で経営が難 しい。⑤企業の地域内誘致は困難である。
(4)道路 ・交 通 の ①通勤兼業地域では1時間以内が通勤可能地であるが、通勤時の渋滞で時間がかり、勤務先地に転出する事例が多い。②集落間連絡道
問題 路 、地域内幹線道路、地域間連絡道路の拡幅整備が必要 である。③集落 を通 る町村道が県道 に昇格 したが、整備の遅れで生活 が不 便で、
早期整備 が望まれ る。④ 隣の市町村に抜 ける道 が作業林道 な どで行 き止 ま りの集 落 とな ってい る。行 き止 ま りの解消が 必要であ る。⑤
高校への通学等の母都市へ の交通 アクセ ス条件の改 善、最寄 りの駅 までの町村営バス路線の確 保が課題 であ る。
(5)冬期 間 の 道 路 ①除 雪道 路か ら各宅地 までは、各 自で雪踏み を行 う必要が あ り、特に高齢世帯 では負 担であ る。②冬期間 は車庫を除雪道 路近 くに設 け
機能維持 てお り、各戸で除雪処理す るため、作業時 間が負担であ る。③幼 稚園 ・保育所 、小 ・中学校へは スクールバ スが運行 され てお り、通 年
A 通学 問題 はない。④高校 へ通学は、バ ス停留所 まで徒歩か 自転 車等を利用 、冬期間 は停留所まで遠い集落 では車での送迎 が住民負担 に
なっている。 ⑤幹線道路 は通勤前 に除雪 され てい るが、通勤時 間が長 くな り、通勤先 の近 くに下宿す る人 もお り、経済的 な負担:となっ
ている。⑥ 多雪地帯では ないが降雪の ある集 落では、例年雪 のため交通が困難 になる。 幹線道路は ともか く、除雪は基本的 には個人負
担 で、集落戸数が少な く、家が散在 して いるお り組織 的な対応 を困難で、行政 を含めた対策が必要である。 』㌔㌔
(6)保育 園 ・小 学 ①保 育所 と小学校があ るが、年々園児数 、児童数 が減少 して いる。② 小学校 は地域 のシ ンボル的施設 であ り、廃 校につ なが らないた め
校の維持問題 にも児童数 の回復が課題 である。③ 地域 の良 さをア ピールす るため、春の タケノコ、夏の川、秋のサ ツマ イモ、冬の餅つ きな どあ イベ
ン トを開催 してい る。④対 策と して、ア)都 会 の学校等 との 交流 学習やふ るさと留学制 度、イ)森 林組合職員 な ど住宅希望 者への住宅一
整備 、ウ)町 内 に実家のあ る人のUタ ーンの促進 、エ)道 路等 の整 備によ り30分 通勤圏構想(働 く場所 の確保)等 が提 案 されてい る。
⑤遊 びの形 態の変化 とい うことも影響 しているが、農林地等 、自然の遊び場は豊富 であ るが、集落内道路 も限定 され、安全 に 自転車 に
乗 った りす るよ うな子供の遊び場がない.・ 一
(7)高齢者 に 対 す ①高齢者へ の 日常生活支援 は、公 的なサー ビス として、診療所へ の患者送迎パ スやデ イサー ビスのための福祉 バスが運行 されてい る。
る支援の問題 と課 他 に農協 の食 材サー ビス 、民間業者 に よる行商等 が行われてい る。② 在宅介護老人 は、訪問看護 の医師派遣 を受 けてい る。 介護 保険対
題 象者以外 の高齢者は、 自ら病院 に行かな くてはな らず、病院へ のタクシー代等の交通費 が自己負担にな っている。 月1回 程度 の診療所
への送迎バ スがあ るが、運行 回数 の充実 を図 る必要があ る。③高齢者 世帯が増加 し、住 み慣れ た地域で住み続 け られ るた めに、冬場の
'も ㌧ 、、～` 高齢者 ケアハ ウス的な施設 の検討 も必要 である。④ 高齢者に とって除 雪道路までの雪踏 みや屋根 の雪下 ろ しは重 労働で、地域 の相 互扶
助や連携 による冬場の支援体制が必 要で ある。⑤農 林業を持続す る意欲 があ って も、作 業上で重労働の部分が あ り、 これが切 っ掛 けで
「農林業 の停止 」 とい うこともな りかねないた め、これ らの作業 の援助 をす るような支援 体制 が、生活支援 とは別 に必要で ある。⑥ 冠
婚葬祭、道普請 や溝 さらい等 、集 落維 持の共同作 業は、後継者不足 で高齢者に頼 らざるを得 ない状況にな っている。 このた め、集 落内
に在村する高齢者の負担が増加 してお り、何 らかの行政の援助や新 たな支援が必 要である。 ∵
(8)山村 生活 の ラ ① 冬時期は村内の 中心地や村外に在住 し、雪の融けた4月 末か ら根雪 になる前の12月頃までは、山間 にある元 住居 に住 む、いわゆ る 「夏
イ フ ス タ イル ・知 山冬里」生活着 が ごく少数だ がい る。 冬場の屋根 の雪 下ろ し等の家 を維 持管理す る新た な支援 が必要であ る。②生 活用水 ∫(飲雑 用水)
恵一地域資源の再 として沢水が利 用 されてい る。近年 、簡易水道の普及 によ り使用料金 の負担問題があ る。従来 、沢水 は屋敷周 りの池(冬 場 のタンパ ク
評価 質確保のた め鯉 等を養殖)や 融雪 のために利用 され てお り、山村 で暮 らす知恵 として、 これ らの効果 を再評価 し、沢水 を積極的 に利 用
す る方法を検討す る必要が ある。③ 山村 地域には、山菜(ぜ ん まい)、きの こ、炭 、木工製品等 、山林 関連 の豊富な地域資源 あるいはそ
れを活か した産物や製品があ り、今後 はこれ らの再評価を行い、地場産品の開発等を検 討す る必要がある。④以 前は鹿 野畠 てかの きり)
と呼ばれた焼 き畑 が行 われ、 ソバ、粟 、キ ビ、豆類等 の非 常食の供給が行 われ ていた。 この よ うな焼 き畑に よる里 山の維 持管理等 につ
いて も再評価 し、復活す る等の検討 を行 う必要が ある。⑤風 力発電や小型 水力発電な ど地域の 自然 エ ネルギー を活 か した環境共生型 の
エネルギー利 用を検討す る必 要がある.
(9)世帯 の継 承 と ① 多世代居住の場合 には、農作業、 山の仕事、通勤 しての仕事 、子供の世話 、家事等それぞれの役割分 担があ り、特定 の人 に負担 が集
後継者不足の問題 申す ることが ない。今 後の集落や家族 の維 持を考 えた場 合、多世代居住 の再評 価を行 う必要が ある。② 両親の面倒 を見 るため に子供 が
残 る場合があ る。嫁 にくる人がいな くて単身男性が多 く、嫁 不足の問題 がある。 一方、女性だ けの子供 の場 合に、以前 は養 子縁組等 で
家 を継承 して きたが、近年 は養子の な り手もな く、婿 不足 の問題 もあ る。③後継者 が転出する要 因は、第一は就労 の場 がない ことであ
る。 村内または通 勤可能 な上位都市で の就 労の場が少 ない ため、U・Jタ ー ンは少 ない。Uタ ー ン者 の中には、就労の 場がないた め、
再度 村外に転出 して行 く人 もいる。第 二は高学歴化が要因 である。村内 には高校 がな く、進学者 は村外 に通 学す る しか ない。 さらに大
学等 へ進学 した場合 には、ほ とん どがそ のまま村外で就職す るため、後継者不 足になってい る。④せ っか く若者が残 っていた り、Uタ
一 ン してきても、集落 には集会所 があるだけで若 い人のたま り場 がない。 、,
(10)都市 農 村 交 流 ①地域の活性化の有力な手段の一つがいわゆる都市農村交流である。ただし、都市住民の快適環境と地元住民の快適環境は異なるとい
と地域支援
'國
う問題 がある。例 えば棚 田状 の耕地景観 と生産性 ・労働環境の 問題 、茅葺 きの古 い住宅におけ る居住性 の問題 等があ り、二つの快適環
境を両立させる技術的、経済的対策が必要である。②大都市に町村出身者で組織された会がある。基本的には村を追われた次三男が多
く、応援 団 として必ず しも十 分に機 能 していない。 今後はふ るさ と応援団 と して、町村 の活性化等に都会生活 者か ら意見等 に よる一層
の協力関係 を築 く必要があ る。
(ID空き 家 等 の 活 ①伝統 的な茅葺 き民家が 、離村 に伴い空 き家化す る場合、数年 で廃 屋化 とな ってい る場 合が見 られ、在村者へ の心理的影響 や景観上 の ・
用とや移住希望者 問題 がある。 空 き家 も重要 な地域 資源で あ り、その再生 と活用 を検 討す る必要が ある。② 空き家の活用 には 、所 有意欲が強 く、売 った
の受け入れ問題 り貸 した りして もよい者は2割 弱であ る。③今後 も空 き家が増 えるこ とは確実 であ り、所有者 との調整 を図 りつつ、その活 用策を検討
ん する必要である。④所有者の離村に伴って集落に使用権を移転する等の新たな維持管理手法を構築が必要である。
⑤ 受け入れ側の意識 として、特に高齢者 にはやや消極的 ・否定的な意見 を持ってい る人が多い。高齢者の意識改革はなかなか難 しいが 、
地域 として受 け入れる以上 は、行事 等への参加 ・負担 のあ り方の点 検等、Uタ ーン者 も含 めて移住希望者が入 りや すい受 け入れ 態勢 を
つ くることが必 要であ る。⑥新規移住 者 を受 け入れ のためには様 々な機 会を通 じて、地 区の存在 ・すば ら しさ等 を外に知 らせ る ことが
」.. 重要 であ り、、そのための行政等 の支援 も必要で ある。⑦ 受け入れ タイプ としては、職 を持 ってい る人や地域内 で産 業をお こ し得る人 に
限定 しても面 白い。また、陶芸家 な どの場合、それ を慕って くる人 も入 って くる可能性 がある。 森林組合で働い ていて土地 を探 してい
る人や定年になった ら住み たい とい う人な ど、い ろい ろな受 け入れ タイ プが考 え られ る。
(12)地域 内の 各種 ① 地域内には 、農 協、森 林組合 、商 工会等の各種組織 があるが、相互 の話 し合 う場が不 足 してい る。 今後は、む らづ くりに関心のあ る
地域組織の連携や 全ての人、あるいは組織が互いに実質的に連携が取れるようなシステムを工夫する必要がある。②地域には各種組織の中心的な組織が
コ ミュニテ ィ再編 ある。例 えば皆頼 村活性 化セ ンター は、第二の村役場 のよ うな存在 で、資金 面で問題 を抱 えている。 管理料 とい う形で赤字分 を支出す
る村 に して も、苦 しい財 政事情の もとで これ以上の負 担は困難で あろ う。 しか し、 このセ ンターは、今後各集落の活性 化に とって果た
すべき役割や期待は極めて大きいため、何らかの赤字補填対策が必要である。③過疎化、高齢化等の進展により各種の集落組織がなくA
なって しま ったが、存在 してい る場合 で も活動が あま り活発ではな い。④世 帯数が減少 で、 コ ミュニテ ィ組織の役職 や区の行事 の役 割
負担 が増加 して、若者や 婦人の 中に は組織 に参加 しない者 もい る。⑤集 落の小 規模化に伴い集落 移転 ではな く、行政 区の コ ミュニテ ィ
再編 を考えてい る。 ただ し、今のお年 寄 りがい る内は難 しい。⑥ 「各集 落の行 事の統合や神社の 合併 」が行政区統合 の条件 とい う指 摘
もある。 ただ し、神社 については どこの集 落 も朽 ち果 てかけてい るため、それ ほ ど問題 では ない とい う意見 もあ る。⑦ 行政側 は、コ ミ
ユニティ再編 よ りも市町村合併 の方が当面の課題 と考えてい る。⑧ コミュニテ ィ再編を行 う場合に、集 落財 産(区 有 林、自前の施設等)
の取 り扱 いを検討す る必 要があ る。⑨地 区内の県指定無形 民俗 文化財の 「神事 」や 「農村歌舞伎 」等 の伝統行事が あるが、過疎 化 ・高




7-1農 林地の整備 と保全 ・活用
(D農業基盤整備
いずれの集落においても農地は、極めて小規模であ り、
棚 田 ・段々畑になってお り、生産条件は良くない。 このよ

























あ り、その利用を考えるべきで、そ こで小規模畜産(林 間
放牧)が成立すれば、環境保全型農業の確立にもっながる。










ジ林業に適 した地域では、林道や作業道 の維持管理を行 っ
てい く必要がある。'また、林業振興基金を活用 した林業機

















































































要 となる。 これには、栗駒フーズも取 り組んでいるインタ
ーネ ット活用が課題になるだろ う。インターネ ットは決済




け物の賞味期限(2～3週 間)か らくる売れ残 りリスクを
少なくするため、現状のイベン トへの参加や姉妹都市新川
町の学校給食への提供等は継続す ると共に、新たに飲食店




「つ くば里づくりの会」や 「ひこぱえの会」な ど高齢者
による農産物加工 ・販売や、森林資源を活用 した 「やまぶ
き会」な どが現在活動 している。 これ らの地域活動を生か
した高齢者対策や、都市農村交流の推進が今後必要である。
特に、っ くば里づ くり会は《高齢者会員(43名)以 外
にも、出資金(1口1万 円)の 賛同者を募 り、資本金の充






枝豆(こ まち茶豆)、トマ ピー、ソバ等で村お こしが試み
られている。また、旭町では、つくば里づ くりの会による、









られる。 このため、町 ・農協 ・森林組合が中心とな り農作































































置 されてお り、それまでは小学区の生活圏を構成 していた。




















































































































3)林業 基盤 整 備


























3)住民 自 らに よ











①イ ン ターネ ッ トの活用 と販路の拡
大
②地域 活動 を通 した高齢者 の生 きが
い対策
③地域 資源の利 活用検討 のための研
究 ・技術 支援※






4.快 適 に暮 ら
すた めの生活環
境 整備 と支援
























5)自然 エ ネ ル ギ
ーの活用
地域 の資源エネル ギー を活 用 した環








①交流 イベ ン トによ る交流 人 口の拡
大 と活動 の充実※
②交流 ビジネス的な事業 の模索
③ア ンテナシ ョップの開設 等、地元
産品の流通 ・販売対策 の再検討※
2)フ ォ ー レ ス ト

















1)コミュ ニ テ ィ






















の他機能は補 うこと等 を検討す る必要がある。
(2)伝統文化の維持 ・継承







を明 らかにし、多面的機能 を持つ集落空間の新たな維持 ・

























農村基盤 の維持 ・管理 農村計画論文集第2集(2000)、
③中山間地域における農地の地域的維持 ・管理 農村計画












管理システムに関す る研究 ・その3一 埼玉県神泉村の農山
へ






























4年12月 に最後まで残 っていた4戸 が菅生集落に集落移
一84一
農山村集落における新たな集落空間の維持管理手法に関する研究・秋田県皆瀬村と愛知県旭町の農山村集落を事例としで
転 し、集落が消滅 している。ただ し、外浦では4軒 の民家
が残っており、山村の原風景を残 した貴重な地域資源であ
る。現在でも夏場に通作や山仕事が行われている。なお、













注6単 身家族は1人 のみ。単純家族は夫婦 とその子供の
み。複数家族は2組 以上の直系夫婦がいる家族をい う。
注7株 式会社栗駒フーズ:株 式会社栗駒フーズは、地熱
を利用す る新エネル ギー活用施設 としての補助事業で、
1987年に設立された。現在は、皆頼牧場の生乳を原料 と
して、低温殺菌牛乳、コーヒー牛乳、ヨーグル トを生産 し、
1998年の売上高は約3億 円。
一85一
